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研究成果の概要（和文）：回答者の13.5％(118/938)がPTSD（心的外傷後ストレス障害）症状を自覚し、25.9％(253/93
6)が身体症状、睡眠障害、希死念慮・うつ傾向などの精神的健康障害の複数の項目を自覚していた。東日本大震災のよ
うな特殊災害後には、間接的な被災体験や喪失体験、また将来被災することへの予期的不安によって、被災体験を持た
ない一般市民の中にもPTSD罹患リスクが高まることが推察された。特殊災害後のスクリーニング調査は被災者だけでな
く一般市民に対して行われるべきである。

研究成果の概要（英文）：13.5％(118/938) of the respondents were aware of PTSD (post-traumatic stress 
disorder) symptoms, and 25.9％(253/936) of them were aware of mental wellness disturbance. Not only 
sufferers but also non-sufferers would feel PTSD symptoms after such a special disaster as the Great East 
Japan Earthquake. Living in a high risk area of a calamity would keep a revelation rate of PTSD symptoms 
higher. A screening survey of the mental wellness disturbance is required not only for sufferers but also 
for general population after a special disaster.

研究分野：精神保健
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１．研究開始当初の背景 
災害時の人々の心の健康回復に対する支
援は、人々の苦悩がどのような要因で生じ、
どのような時間経過を辿るのかを理解する
ことから始まる。本研究の研究者は、2002
年から 2008 年までに報告された米国での
9.11 同時多発テロをはじめとする広域人為
災害に関連した一般市民への精神的影響に
関する先行研究について文献レビューを行
った。米国では、9.11後 5年以内に一般市民
を対象とした PTSD 罹患率についての関連
研究が少なくとも 12 件報告され、対象は学
生、成人、高齢者、場所は被災地周辺から数
千キロ離れた主要都市に及んだ。その結果、
場所や時間によらず、直接的被災と間接的被
災の違いによらず PTSD（心的外傷後ストレ
ス障害）罹患率がほぼ 8％であることが明ら
かとなった。また、度重なる被災によって
PTSD罹患率が急激に上昇することも示唆さ
れた。 
災害精神医学分野の先行研究では、災害は、
自然災害、人為災害、特殊災害の 3種に分類
されている。自然災害は、地震、台風、津波
などの一般的に広範囲の災害で、支援する側
の行政や医療の中枢も被害を受けて機能が
低下する場合も多い。人為災害は、ビル火災、
航空機事故、テロ攻撃などで一般に局地的災
害とされる。また、特殊災害は、自然災害と
人為災害を含めて、放射能汚染などの広域に
波及するもの、被害および影響が長期化する
もの、二次災害、三次災害の発生や拡大が懸
念されるものとされる。 

2011 年 3 月に自然災害として始まった東
日本大震災は、原子力発電所の放射能漏れや
度重なる余震によって特殊災害へと形を変
え、心理的、社会的、経済的な問題として日
本全体に影響を与えた。そして震災後数年に
及ぶ期間に PTSD をはじめとした精神症状
が被災者の身に起きることが懸念されてい
る。しかしながら、被災地以外の生活者はそ
の対象に含まれていない。 
 
２．研究の目的 
大規模災害では、ライフラインや日常生活
への不安を長期的に感じ続けることやメデ
ィアを通した報道を繰り返し視聴すること
で、直接被災体験のない一般市民にも精神的
ストレスが蓄積する。また先行研究において、
放射能汚染や無差別テロ攻撃のように被害
の広域化、長期化、拡散化を伴う特殊災害の
場合には広範囲の一般市民に精神症状が表
れることが確認されている。 
そこで本研究は特殊災害時における一般
市民の被災体験と精神的影響の関連を明ら
かにし、直接的な被災者以外の一般市民に対
する精神的ケアの必要性を明らかにし、支援
につなげることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 質問紙調査では、対象者の中から PTSD 症

状を示す対象者と発症域値に至らないまで
も段階的な精神的影響がみられる対象者を
抽出し、出現率を数値化し先行研究の調査結
果と比較する。精神的影響の指標には GHQ30
を使用し、精神疾患より軽度の精神状態を数
値化する。改訂出来事インパクト尺度
（IES-R）を使用して PTSD（心的外傷後スト
レス障害）の罹患率を数値化する。 
 研究対象者は 8地域（北海道、福島県、東
京都、千葉県、新潟県、群馬県、兵庫県、福
岡県）の理容室・美容室群各地域 4店舗、合
計 32 店舗の来訪者のうちのおよそ 1000 名。 
研究期間は、平成 24 年 4月から平成 26 年
3月（東日本大震災発生後 1年～3年） 
データ収集の方法・手順は、クラスター抽
出法と単純無作為抽出によって対象となる
理容室・美容室 120 店舗を抽出し、利用客の
うち同意したものに対して無記名質問紙法
による調査を行う。質問紙の内容は、基本デ
ータ、GHQ30、IES-R とし、回答者には自己評
価の手引きと小冊子「震災時のこころのケ
ア」を配布する。 
理容室、美容室を調査場所とした理由は、
本研究の対象者としての条件を一般市民と
し、健康、不健康、性差、年齢、職業、思想、
生活パターンなどの偏りをできる限り少な
くするためである。調査への参加は任意とし、
無記名で行われ質問紙調査の回答をあらか
じめ設置された鍵付きの投函用BOXに入れる
ことで同意とみなすことを記載する。また、
質問紙には「災害時のこころのケア」と題す
るパンフレットを添え、回答者への謝礼とす
る。また、質問紙のコピーを使って自宅でセ
ルフチェックができることを告知し、持ち帰
り用の封筒に質問紙のコピーと評価方法を
書いた紙を同封する。データ収集はプレテス
ト、第一期、第二期に分けて行い、期間は平
成 23 年のプレテスト後、第一期が平成 24 年
４月から 6 月中旬まで、第二期が平成 25 年
４月から 6月中旬までとする。収集されたデ
ータは研究代表者の研究室に厳重に保管さ
れる。質問紙の内容は、基本データとして年
齢、性別、平成 23 年「3 月 11 日の東日本大
震災発生時の居場所、被害の程度、体験の程
度、精神的影響の測定スケールとし GHQ30、
PTSD（心的外傷後ストレス障害）の指標とし
て IES-R（改訂出来事インパクトスケール）
を使用する。 
１）データ収集の方法 
無記名質問紙法による調査研究とした。対
象者は理容室および理容室を訪れた一般市
民とし、待ち時間のうち 10 分程度を使用し
て質問紙調査への回答を依頼した。本研究の
対象者としての条件を一般市民とし、健康、
不健康、性差、年齢、職業、思想、生活パタ
ーンなどの偏りをできる限り少なくするた
めに調査場所を広い年齢層の一般市民が訪
れる理容室・美容室とした。対象者の協力に
ついては、調査場所に設置された掲示によっ
て調査の認知を促し同意説明書によって調



査参加の同意確認を行った。調査への参加は
任意とし、同意説明書には無記名で行われ質
問紙調査の回答をあらかじめ設置された投
函用BOXに入れることで同意とみなすことを
記載した。質問紙には小冊子「災害時のここ
ろのケア」(ピースマインド・イープ 2011)
を添え、回答者が自由に持ち帰ることができ
るようにした。質問紙の内容は、基礎データ
として年齢、性別、平成 23 年 3月 11 日の曝
露時の場所（戸建ての自宅室内、マンション
自宅室内、職場や学校、自宅外の屋内、屋外、
市外、県外）、被害の程度（揺れを感じた、
物が落ちた、建物に被害を受けた、自宅が損
壊した、負傷した、帰宅難民となった、被災
した、家族が被災した、親戚が被災した、知
人が被災した、上水道が止まった、下水道が
止まった、停電した、ガスが止まった、その
他）、体験の程度（建物の被害を直接見た、
建物の被害を映像で見た、人的被害を直接見
た、人的被害を映像で見た、当日の体験につ
いて語り合った、ボランティアを行った）の
項目を設定し、精神的影響を把握する指標と
して IES-R と GHQ30（一般的疾患傾向、身体
的症状、睡眠障害、社会的活動障害、不安と
気分変調、希死念慮・うつ傾向）を設定した。 
基本データの質問項目は、先行研究の質問
項目を参考とし、IES-R は PTSD ハイリスクの
指標としてGHQ30は災害時の一般市民の精神
的健康状態を把握する指標として使用した。
IES-R は、国内外の先行研究の質問紙調査に
おいて使用され、その信頼性と妥当性が評価
されている。 (Galea  2002)(Gilbertson  
2002)(前田正治 2003)  
2) 手順 
それぞれの地域の理容室、美容室への協力
を依頼するために理容組合に連絡を取り、許
可を得た上で任意の理容室238件・美容室232
件へ電話による説明と依頼を行った。調査協
力の同意を得た理容室 62件と美容室 58件に
ついて説明書、同意書、質問紙、資料を持参
あるいは郵送して調査協力依頼を行った。同
意を得た後、同意説明書・調査用紙（基本デ
ータ、GHQ30、PTSD 診断尺度）、パンフレット
「災害時のこころのケア」、GHQ30、PTSD 診断
尺度の評価説明、筆記用ボールペンを 1店舗
当たり 20 部用意し、店舗内の一角に投函 BOX
あるいは封筒を案内掲示と共に設置した。設
置期間は 3週間とした。 
質問紙の回答は無記名、自由回答とした。
3 週間後に投函 BOX ごと回答を回収し、郵送
部数 2400 部に対して 1200 部を回収しそのう
ち有効回答は 938 部であった。 
 
 
 
 
 
 

 
4． データ分析方法 

対象者の特性と被災状況を把握するため
に対象の年齢、性別、被災体験時の場所、被
害の内容、体験、精神的影響またそれぞれの
下位項目について基本統計量を算出した。
（表 1：記述統計）次に、対象の精神的影響
の内容と程度を把握するために、IES‐R ス
コアの値とGHQ30のスコアの値について基本
統計量を算出した。（表 2：記述統計）さらに、
15 か所の調査対象地域別のうち、今後 30 年
以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率
が 26％～100％とされる地域あるいは、津波、
放射能汚染のいずれかで被災のリスクが高
いとされる地域のいずれかの条件にあては
まる 9 地域 10 か所（北海道 K 市、宮城県 S
市、福島県 D 市、群馬県 M 市、東京都 S 区、
千葉県 C市・U市、大阪府 O市、高知県 K市、
宮崎県 M市）を被災高リスク地域、それ以外
の 6地域に分け分析を行った。将来の地震・
津波のリスクの評価は、全国地震動予測地図
（ 防 災 科 学 技 術 研 究 所
http://www.j-shis.bosai.go.jp/shm）、放射
能汚染のリスクの評価は文部科学省航空機
モニタリング調査の結果 
http://radioactivity.nsr.go.jp/ja/con
tents/9000/8972/24/20130318air.pdf を基
に行った。 
分析には SPSS statistics 22 を使用した。 
４．研究成果 
1）基本統計量 
回収率は 50.0％(1200/2400)有効回答率は
78.2％（938/1200）、平均年齢は 44.9±15.4
歳、男女比はほぼ 1対 1であった。震災時に
居た場所は、対象者のおよそ半数が職場・学
校、約 3割は自宅であった。震災時の体験で
は対象者の 72.3％(678/938)が揺れを感じ、
27.3％(256/938)は建物の損壊を体験し、
15.5％(145/938)は自宅の損壊を体験してい
た。震災で負傷した者は 1.9％(18/938)であ
った。間接的な影響では、各種ライフライン
の障害を体験した者が 3割弱、建物の被害を
直接目にした者がおよそ 4割、人の被害を直
接目にいた者がおよそ 1 割であった。また、
映像で建物や人の被害を見た者はおよそ8割
であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
IES-R と GHQ30 の得点と GHQ30 の下位因子の



得点を間隔尺度として行った記述統計では、
IES-Rの平均得点(mean±SD)は 14.10±9.94、
GHQ30 は 4.55±5.38 であった。（表 2） 
GHQ30 の下位因子毎の得点を見ると、回答者
の 38.3％(359/938)が希死念慮・うつ傾向で
あることを示し、27.4％(257/938)に睡眠障
害が現れていることを示していた。（図 1） 
睡眠障害の発現率を年代別に見ると、20 代
30 代を 1 としたときのオッズ比が 60 代では
2.55 となった。このオッズ比を先行研究デー
タと比較すると有意に高いという結果が得
られた。（表２） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2）震災時の環境因子と精神的影響の関連 
対象の環境因子と精神的影響との関連を
調べるために、各環境因子下位項目（年齢、
性別、震災時の各体験）の条件の可否を縦軸、、
GHQ30 スコアと IES-R スコアのカットオフポ
イント以上・未満を名義尺度として目的変数
とし0/1のダミー変数で表した。さらに年齢、
性別、体験、被害、目撃内容、対処内容の下
位項目における目的変数1の出現率を求めロ
ジスティック回帰分析を行った。分析には
SPSS statistics 22 を使用した。 
IES-R スコアのカットオフポイントを超え
る者の割合は、被災高リスク地域群では
17.0% （109/643）、被災低リスク群では
8.1% （24/295）となり有意な差を示した。
(χ2＝12.92、ｐ＜.000）しかし、GHQ30 スコ
アのカットオフポイントを超える者の割合
では被災高リスク地域群で 31.9%（205/643）、
被災低リスク群で 26.4% （78 /295）
となり有意差は認められなかった。(χ2＝
2.84、ｐ=.108≧.05）。（表 3：記述統計） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
分析にけ家から結果から以下の4点が明らか
となった。 
① 回答者の 14.2％(133/938)が PTSD(心的
外傷後ストレス障害)のカットオフポイント
(＞24)を上回り、フラッシュバック、過覚醒、

回避傾向などが自覚された。 
② 30.2％(283/936)が GHQ30 のカットオフ
ポイント(＞7)を上回り、身体症状、睡眠障
害、希死念慮・うつ傾向などの精神的健康障
害の複数の症状が自覚された。 
③ PTSD 症状の発現率を有意に高める因子
は、年齢(60 歳以上)、揺れを感じなかったこ
と、停電を体験したこと、テレビなどのメデ
ィアで建物の崩壊を視聴したこと、被災者を
援助したこと、将来被災する危険性が高い地
域に住んでいること、であった。 
④ 精神的健康障害の発現率を有意に高め
る因子は、年齢(60 歳以上)、女性であること、
建物が被災したことであった。 
１）基本統計 
建物の損壊やライフラインの障害など生
活上の重要な障害を体験した者の割合は3割
から 4割と考えられるが、自分を被災者であ
ると認識した対象者は 1割程度であった。こ
のことから、実際には被災していても、自身
を被災者と認識していないケースが対象者
の 2割程度に上ると思われる。 
２）PTSD 罹患ハイリスク群と精神的健康障害
ハイリスク群 
精神的影響を客観的に評価すると、侵入、
回避、過覚醒などの症状を自覚する PTSD 罹
患ハイリスク群（IES-R スコアのカットオフ
ポイントを超えた者）が 13.5％であった。本
研究の対象者の中の PTSD 罹患ハイリスク群
の発現率は東日本大震災の 30 週後に関東の
被災地の一般市民（n=106）を対象とした先
行研究の結果 14.2％（香月、2012）とほぼ同
様であった。DSMⅣ-TR に示された米国内の
PTSD の推定生涯有病率 7.8％（APA，2002）
と先行研究で示された一般市民の PTSD 罹患
率平均値 7.5％（香月,2012）と比較するとほ
ぼ 2倍となる。また、精神的健康障害ハイリ
スク群のスクリーニング指標となる GHQ-30
スコアのカットオフポイントを超えた者は
25.9％であった。この結果は対象者の 4人に
1 人が身体症状、睡眠障害、希死念慮・うつ
傾向などの精神的健康障害の複数の項目を
自覚していることを示している。特に希死念
慮・うつ傾向だけで見ると 38.3％、睡眠障害
では 27.4％が症状を訴えていた。つまり、被
災したという認識の有無に関わらず対象者
の 3 人に 1 人がうつ傾向を示し、4 人に 1 人
が睡眠障害を自覚していた。 
３）震災時の環境因子と精神的影響の関連 
PTSD 症状の発現率を有意に高める因子は、
年齢(60 歳以上)、揺れを感じなかったこと、
停電を体験したこと、テレビなどのメディア
で建物の崩壊を視聴したこと、被災者を援助
したこと、将来被災する危険性が高い地域に
住んでいること、であった。 
 精神的健康障害の発現率を有意に高める
因子は、年齢(60 歳以上)、女性であること、
建物が被災したことであった。 
それらの結果から東日本大震災のような
特殊災害後には、被災体験を持たない一般市



民の中にも PTSD 罹患リスクや精神的健康障
害の発現率が高まることが明らかとなった。 
 特に、高齢者、被災体験のない対象者が間
接的にメディアで視聴した場合や、情報によ
って将来被災する危険性が高いと感じてい
る場合にも PTSD 罹患リスクが有意に高まる
ことが示唆された。 
「自分が被災した」と感じている群も「自
分は被災していない」と感じている群も PTSD
罹患リスクの発現率に有意な差はなかった。
PTSD の診断基準では生命にかかわる深刻な
体験が診断の条件とされるが、特殊災害の精
神的影響では被災者だけでなく直接被災せ
ず、自分の生命に関わるような深刻な体験を
していない場合でも、間接的な被災体験や身
近な者の被災体験や喪失体験によって直接
体験と同様に PTSD 罹患リスクがある可能性
が示された。また他者の被災が PTSD 罹患リ
スクに影響するのは、被害が広域、また長期
的に及ぶ特殊災害の特徴と考えられる。さら
にライフラインの障害が PTSD 罹患リスクを
高める因子となっていることも示された。 
GHQ30 スコアのカットオフポイントを超え
る比率を有意に高める環境因子は「建物の損
壊を体験」「自宅の損壊を体験」「下水道が止
まった」「体験を語り合った」の 4 因子であ
った。これらは被災後の生活困難に直結する
実体験であり、インフラの障害であった。ま
た、「体験を語り合った」ことは、リスクと
考えるよりは、精神的健康障害リスクの高い
対象者が辛さを緩和するために行った工夫
と考える方が妥当である。 
これらのことから、自分が被災したという
認識は PTSD 発現率に影響しないこと、身近
な者や他者の被災体験や喪失体験を切実に
感じ生活困難に心的疲労を感じていること、
社会的責任が大きく他者に頼る機会が少な
いことなどが PTSD ハイリスク群の環境因子
として示された。特殊災害後の被害の長期化
や広域化、またそれに伴う日々の生活の困難
さがこのような環境因子を持った一般市民
に慢性的なストレスを与えていることが推
察される。 
さらにこの研究では、今後 30 年以内に震
度6弱以上の揺れに見舞われる確率が26％～
100％とされる地域あるいは、津波、放射能
汚染のいずれかで被災のリスクが高いとさ
れる地域のいずれかの条件にあてはまる9地
域 10 か所を「被災高リスク群」として、そ
の地域に居住することが PTSD 罹患リスクと
精神的健康障害リスクに影響するかどうか
を調査した。結果から、IES-R スコアのカッ
トオフポイントを超える者（PTSD 罹患ハイリ
スク群）の割合は、被災高リスク地域群では
17.0% （109/643）、被災低リスク地域群で
は 8.1% （24/295）と有意差を示した。GHQ30
スコアのカットオフポイントを超える者（精
神的健康障害ハイリスク群）の割合では被災
高リスク地域群と被災低リスク地域群の間
に有意差は認められなかった。このことから、

現在から将来にわたって危険が予測される
環境で生活することが PTSD 症状の発現ある
いは回復に影響を与える可能性が示唆され
た。この結果は、先行研究における度重なる
被災や日常的なストレス環境が PTSD 罹患率
を押し上げるという結果に合致する。（香
月,2004）特に宮城県、福島県、群馬県、高
知県では高い PTSD 発現率を示したが、これ
らの地域では将来の地震・津波・放射能など
の被災リスクについて危機認識の高さが推
察される。 
この研究の結果から、被災後 18 ケ月の時
点で PTSD 症状の発現リスクを高いまま維持
している要因には、震災後のライフラインの
障害や生活の困難さが挙げられた。一時的な
インパクトイベントを中心として被害の質
や程度が同心円的に拡散し収束する事故災
害や自然災害と異なり、東日本大震災のよう
な特殊災害の被害は多発的で長期的に広範
囲に拡散する。このような長期化、拡散化を
特徴とする災害では、メディアによる情報、
ライフラインや交通・流通の障害や生活の困
難さなどが間接的被害として人々に精神的
影響を与える。同じ程度に影響を受けた者が
同程度に障害を感じるという訳ではなく、生
物学的機序によって基本的な発症率が存在
し、被災体験の程度とは無関係に精神的な障
害が出る可能性もある。一般的には被災後は
時間の経過と共に PTSD の症状は寛解に向か
うとされる。ただし、放射能汚染と今後の地
震発生が予測される今回の震災では、防災を
目的とした被害予測がその地域の居住者に
とって対処しきれないストレスとなってい
る可能性も示された。 
 
まとめ 
東日本大震災のような特殊災害後には、間
接的な被災体験や喪失体験、また将来被災す
ることへの予期的不安によって、被災体験を
持たない一般市民の中にも PTSD 罹患リスク
が高まることが推察された。特殊災害後のス
クリーニング調査は被災者だけでなく一般
市民に対して行われるべきである。 
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